【様式２－１】
参　加　申　込　書

　年　　月　　日　
新潟市内農業再生協議会
水田台帳システム導入業務委託事業者選定委員会　様

住所又は所在地						　	
商号又は名称								
代表者氏名							印

下記業務に係る公募型プロポーザル方式による業務受託候補者選定に参加したく、新潟市内農業再生協議会水田台帳システム導入業務公募型プロポーザル実施要領に記載された事項の全てに同意し、必要書類を添えて参加を申し込みます。
なお、下記提出書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約いたします。

記

１　業務名
新潟市内農業再生協議会水田台帳システム導入業務

２　提出書類
　（１）誓約書【様式２-２】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(２) 事業者概要調書【様式２-３】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(３) 実績調書（過去３年間の他自治体における受託実績）【様式２-４】

　３　参加資格要件
	チェック欄
	新潟市内農業再生協議会水田台帳システム導入業務公募型プロポーザル実施要領における、以下の参加要件を満たすものであることを誓約します。また、参加申込書提出時から契約締結までに失格要件に該当する場合は、参加資格を取り消す旨は承知しました。

	□
	



　　　＜参加資格＞
1. 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び同条第２項に該当しないこと。 
1. 本プロポーザルによる手続開始から契約締結までの間に、新潟市競争入札参加有資格者指名停止等措置要領の規定に基づく指名停止の措置を受けていない者。新潟市の入札参加資格名簿に登載されていない者にあっては、手続開始から契約締結までの間、新潟市の指名停止の措置要件に該当する行為を行っていない者。
1. 国税及び地方税を滞納していないこと。 
1. 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成24 年新潟市条例第61 号）第2 条第2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同条第3 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が経営、運営に関与している法人でないこと及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。
1. 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者（ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法の規定による再生手続開始の決定を受けている者を除く。）であること。 

４　連絡先　　住　所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 商　号（名　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　　Ｅメール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　 　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（事務処理欄）※担当者記入欄
	受付日時
	　　年　　月　　日（　）　  :   　

	備考
	




